
はじめに

EUが本格的に女性研究者支援政策を打ち出して10年余が経過した1。本稿では政策展開の

紹介を行うとともに、実際にEUでどのような発展が見られたのかについて検証を行っていき

たい。EUにおける女性研究者支援の新しい政策はほぼ2000年にスタートしたと考えられて

いる。その新しい政策の始まりを象徴する2つの刊行物が『ETANレポート』と『Helsinki

レポート』であることは、現在ではこの分野の周知の事実と言ってよいであろう。これについ

ては本文最初で紹介するとして、EUの「女性と科学」ユニットの成立とその簡単な歴史、お

よび2000年以前の状況について若干述べておきたい。

1997年『ネイチャー』に掲載された1つの論文が、EUの学術界に大きな衝撃を齎すことに

なった2。論文「査読過程における贔屓と性差別」は、スウェーデンのイェーテボリ大学の二

人の女性研究者アグネス・ウォルド（AgnesWold）とクリスティーヌ・ウエナラス

（ChristineWenner・s）が公表したもので、当然のごとく公正と信じられていた科学論文の査

読過程に明らかにジェンダー・バイアスがかかっていることを暴露した。彼女たちはポスドク

候補者の論文評価についてスウェーデン医学研究評議会（MRC）の査読にバイアスがかかっ

ていることを実証して見せたのである。女性研究者に対するこうした差別が白日の下に晒され
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EUにおける女性研究者政策の10年＊

小 川 眞里子

要旨：欧州連合（EU）の女性研究者政策は、2000年に出版された『ETANレポート』と

『Helsinkiレポート』から本格化し、10年余が経過した。この間の組織上の大きな変化は、2004

年から加盟国が15から25カ国になったことである。旧共産圏で比較的男女の格差が少ない新参

加国と従来の15カ国とでは、女性研究者を取り巻く環境に大きな違いがあって一律の評価は難

しい。最初の2つのレポートは欧州の政策の2方向を象徴するもので、一方で雇用や研究助成金

の平等性と人事や査読過程の透明性が求められてきたし、他方で徹底した性別統計の集積による

現状分析が追求されてきた。『ETANレポート』の継承発展は Mappingthemazeや Thegender

challengeinresearchfundingで行われ、『Helsinkiレポート』の後継報告書は、Benchmarkingpolicy

measuresforgenderequalityinscienceであり、数値に特化したデータ集SheFiguresもユニークだ。

産業界で活躍する女性研究者（WIR）の現状を把握し、民間部門での女性の活躍拡大に向けた

政策展開も注目される。さらなる注目は、25カ国体制移行にともないETANに呼応して旧共産

圏の国々でENWISEが結成されたことである。10年の政策を振り返って、Stocktaking10yearsof

・WomeninScience・policybytheEC1999-2009（2010）が出版され、めざすべきはEU全体でジェン

ダーの構造的変化を起こすことであるとしている。

＊本稿は2010年6月に国立女性教育会館で行った講演をもとに改稿したものである。



てみると、女性たちは結束してことを起こす必要を強く自覚することになった。

そうした状況で、1995-99年を在任期間として研究担当のコミッショナー（欧州委員会委員）

に就任していたエディット・クレッソン（・dithCresson）の存在は、EUの女性研究者たちに

大きな力を与えることになったと見られている。彼女はフランス史上初の女性首相経験者であ

るが、日本に対する差別的発言で知られ、彼女の評価は大きく分かれる面もあるが、とにかく

女性のコミッショナーということで、理系女性研究者から様々な問題が持ち込まれ、それらを

集約する形で1998年4月にブリュッセルで国際会議「女性と科学」が開催されたことは1つ

の大きな収穫に数えられる3。

上記国際会議「女性と科学」ではクレッソンと共に、欧州議会のエリル・M・マクナリー

（ErylMargaretMcNally）の尽力も特筆すべきものがあった。彼女はイギリスからの欧州議

会の議員で研究政策の策定過程に重要な影響力をもっており、2つの重要な委員会の委員であっ

た。1つは「研究、技術開発、エネルギー委員会」もう1つは「女性の権利委員会」である。

前者の委員会には多くの女性がメンバーに名を連ね、とりわけ副委員長として活躍したゴッド

リーヴ・クイストハウト-ローヴォル（GodelieveQuisthoudt-Rowohl）は、科学技術分野にお

ける女性の活躍に深い理解を示し、彼女とマクナリーはともに会議の冒頭で力強いエールとな

る挨拶を行った4。こうした欧州議会議員の関与によって、第5次フレームワーク・プログラ

ム（1998－2002）（以下FP5のように略記）ではジェンダー平等を大きく扱うべきことが明確

にされたのである5。

EUは2000年4月にブリュッセルでもう1度WomenandScience:MakingChangeHappen

を開催し、前回の参加者はEUメンバーに限られていたが、ここで初めてアメリカからペンシ

ルヴェニア州立大学教授ロンダ・シービンガーが招かれて基調報告を行い、EUの会議は国際

的な色調を強めて明確なスタートを切ることになったのである6。これ以降、研究総局に「女

性と科学」ユニットがスタートし、ニコル・ドワンドルが率いることになった7。

１．『ETANレポート』と『Helsinkiレポート』

EUにおける女性研究者支援政策は、2000年に向けて2つの重要なプログラムが開始される

ことになったことと連動している。1つはETANグループの結成である。ETANはEuropean

TechnologyAssessmentNetworkの頭字語で、正式には ETAN ExpertWorkingGroupon

WomenandScienceであり、通称『ETANレポート』と呼ばれている報告書の正式名は、上

記ワーキング・グループによって欧州委員会のために用意された報告書で、『EUにおける科

学政策：ジェンダー平等を主流化することを通して卓越性を推進する』SciencePoliciesinthe

EuropeanUnion:PromotingExcellencethroughMainstreamingGenderEqualityである。委員長はマッ

クスプランク研究所の細胞生物学者メアリー・オズボーンが務め、報告書作成者はカーディフ

大学の社会学教授テレサ・リーズが務め、ほか10名の委員から成るものであった。

欧州委員会の主流化政策は次の3本の柱からなる。平等な処遇equaltreatment、ポジティ

ヴ・アクションpositiveaction、平等施策の主流化mainstreamingequalityの3つである。最

近ではメインストリーミングという片仮名でも比較的通るようになってきているが、最初にこ

の用語に出会ったときは、概念の分かりにくさに閉口したものだ。制度も組織も政策もありと

あらゆるところにジェンダー平等が溶かし込まれるべきだとする政策である。これをもう少し
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具体化すると、以下のようになる。

科学技術分野における女性人材の少なさ（under-representation）、とりわけ意思決定機関に

おける女性人材の少なさは、早くも1988年頃から委員会では注目されてきている。共通の認

識として求められているのは、公正Equity（ジェンダー差別は人権の侵害）、卓越Excellence

（女性科学者の少なさが卓越性を脅かす）、効力Efficacy（若手科学者が減少する中、両性を視

野に入れなければ高齢化社会は乗り切れない）、効率Efficiency（教育・訓練に加え、若い女

性科学者のスキルが雇用の中で生かされなければ人的資源の浪費）の4点であった。

レポートはイントロダクションに続いて8章構成となっており大まかに言えば、①科学分野

における女性の現状分析、②理系研究職の質と公正さ、③公正な査読システムと公正な助成金

配分、④科学政策の形成、⑤次世代科学者の育成と科学の脱ステレオタイプ化、⑥研究機関や

企業で平等を主流化する、⑦科学分野における性別統計（不平等の測定）、⑧変化を起こそう、

という構成になっておりどの項目も第6次、第7次のフレームワーク・プログラム（FP6、

FP7）でも引き継がれてきているテーマである。これらの項目のうち⑦として挙げた性別統計

が、EUにおける「女性と科学」政策出発の車の両輪をなす2つのレポートのうちのもう一方

である『Helsinkiレポート』に深く関係するものである。

『Helsinkiレポート』はFP5（1998－2002）のEU 15の加盟国と15の関係国の公務員か

らジェンダー問題の専門家を選抜して基礎的な統計資料の作成を開始したものである。レポー

トに冠された Helsinkiは、最初の会合が行われた都市に由来するものである。ETANグルー

プが研究者を中心に構成されたのとは対比的に、作業グループに都市名を冠して呼ばれるヘル

シンキ・グループは、それぞれの国の国家公務員で構成されている。そこには国ごとにデータ

収集・蓄積の継承・継続が重要な要素として認識されている。

ヘルシンキ・グループのもっとも重要なテーマは、加盟国間で指標を定め持続的かつ徹底し

た統計の実践によって、「ジェンダーの不平等を測定」しようというものである。言葉ではな

く徹底した性別統計による数値に語らせることの必要を明確に打ち出している。それが国境を

越えたEUとしての現状分析の客観性の保証になっているのである。同レポートの付録3の各

国1頁ずつの統計グラフ31頁分（ベルギーについては、フランダース地方とフランス語圏と

が別集計）は、この後に出版されるSheFigures2003、SheFigures2006、SheFigures2009へと引

き継がれていくのである。

2000年の段階では、各国のデータの足並みがまだ揃わないところが多々ある。職階ごとの

女性比率と男性比率を出して折れ線グラフにした「はさみの図」は（図1参照 挿絵は最新の

もの）、今日きわめて有名なものであるが、この段階ではルクセンブルグにはそれに該当する

データがなく空欄になっている。各国わずか1頁ずつの枠内で人口の男女比、労働力の男女比、

学生、博士課程終了後の学生などを示し、最後は助成金獲得の応募状況、採択状況なども示さ

れる。大学入学以降、男女の格差が拡大する一方のハサミの図、たとえばオランダやドイツな

どがそれであるが、一方大学入学以降の大学院生や講師、准教授などの男女の比率が比較的等

しいようなポルトガルやフィンランドにおいては、刃先だけは開いていても（職階の最終段階

すなわちテニュアの教授職などの格差）、それ以外では比較的閉じたハサミの形を成している

ところなど、職階ごとの男女比が明快である。

ハサミのハサミたるゆえんは、大学入学時で女子の比率が男子を上回り、その後女子が下降

線を辿るがために、男女の折れ線グラフが交差することにある。EUでもこの時点では、大学
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入学時の男女比は大半の国でほぼ等しい状況である。その後、女子の大学進学率が大幅に伸び

て現在ではハサミ形状はほぼ当り前になっている。わが国では大学入学時点における男女比は

まだ6：4であり、これが理系となると7：3の比率である。すなわちわが国も含め韓国や台湾

では、大学入学時点で女子の比率が50％に達することなく、下降線をたどるので、グラフは

クロスすることなく2本の箸のようである。

２．数値に語らせる

EUでは『Helsinkiレポート』の数値上の比較を精力的に推し進め、2003年にさまざまな男

女別の統計数値を冊子にして公表することになった。それが前述したSheFigures2003であり、

その後は3年ごとにデータが更新されてSheFigures2006やSheFigures2009へと継承されてき

ている。

表に数値を並べただけのデータであっても、それが性別統計として明示されるだけで随分と

多くのことを教えてくれる。たとえば前述のハサミの図はそれまでは入学後の女子比率の経年

的な脱落を意味する単純な下降線で示され、男女の比率は合計で100％であるから、女子の比

率が分かれば男子の比率は自動的にわかってはいる。しかし、これを視覚化しハサミの図とし

た意義はきわめて大きい。実数ではなくパーセンテージの表示ではあるが、職階が上がるごと

に男性が急速に占有率を大きくしていく状況は、女性の顕著な脱落を意味している。たとえば

講師から准教授への昇進を考えてみよう。准教授になる予備群はほとんどその前段階である講

師の職階に存在する。予備軍の大きさに見合うように昇進がなされるのであれば、グラフは平

行線となっていくのであるが、女性は予備群に比して昇進しない。男性は予備群の比率を大き

く上回って昇進しているということである。こうした数値化、可視化はジェンダー問題を考え
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図1 EU2003&2006＋JP2006（データブックから筆者作成）



るときの有効なツールである。

SheFiguresは2003年には15か国の統計であったが、2006年版では2004年の加盟国の増大

を受けてEU25か国の平均値が示されるようになった。ところが2009年版ではEU25か国の

平均が示されるだけでなくEU15か国の平均も示され、先行する15か国と後から加盟した10

か国の差が明示されるようになっている。この2004年の15か国体制から25か国体制への変

化については、第4節ENWISEの結成で言及する。

「数値に語らせる」というグラフの好例を紹介したい。今日なお一般的でよく見慣れたグラ

フは、「研究者に占める女性割合の国際比較」（『男女共同参画白書』など）と呼ばれる世界各

国における女性研究者の比率を示すグラフである（図2 グラフは最新のもの）。『男女共同参

画白書』などに毎年更新されたグラフが掲載されてきている。後の比較のためにグラフ中段の

米国とハンガリーに注目してみよう。両国の研究者の3人に1人は女性である。日本の女性研

究者の比率がきわめて低いこと（当時は12％弱）にも注目しておこう8。後の比較というのは、

2005年にOECDとフランス政府のジョイントで国際ワークショップ（2005年11月16－17日）

が開催されたときに初めて目にしたものである。プログラム終了時に配布された『背景報告書』

（BackgroundPaper）には、興味深い図が掲載されていた9（図3アメリカ合衆国のデータだけ

は同時代のものを筆者が後から加えたものである）。これら2つの図の意味するところを考え

てみよう。

図3に示された日本の女性研究者の総数は圧倒的多数である。そして雇用部門が、政府機関

であるか民間機関であるかの違いも視覚化され、複数のファクターの容易な比較を可能にして
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図2 研究者に占める女性割合の国際比較



いる。それによって、女性研究者比率がほぼ33％というハンガリーと合衆国であるが、両国

における女性研究者の実態（母集団の規模、雇用環境）の大きな違いが明瞭に示される。残念

なことにその後は、そうしたグラフはまったく公表されないので、OECDのMISTのデータ

を利用して作成したのが図4である10。図4は2004年と2007年の女性研究者の状況を示して

いる。多くの国で女性研究者の数の増大と彼女たちの雇用が民間部門へ拡大している様子が認
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図3 民間部門と公共部門で雇用される女性研究者

図4 EUの女性研究者の実数の比較と雇用状況（MISTより筆者作成）



められる。先に述べた「ハサミの図」といい、このような巧みなグラフは、我々の思考を大い

に刺激してくれるものである。このようなグラフ化の上手さは、女性研究者支援開始以前から

のユーロスタットEurostat（欧州委員会統計担当部局）の伝統に負うものであろう。そのよう

な見事な実例を、第5節でも紹介したい。

３．WIR（産業界で活躍する女性）

次にEUの女性研究者政策で明確に打ち出されたのは、産業界で活躍する女性の数を増やす

努力である。その必要性は前節で紹介したグラフからも読み取れることである。『ETANレポー

ト』が公共部門で研究に従事する女性に焦点を定めたものであるのに対し、研究担当コミッショ

ナー フィリップ・ビュスカンは2002年1月に「産業界における女性研究者」専門家グループ

を発足させ、ヨーロッパ産業界における女性研究者の現状と展望をまとめるよう要請した11。

グループは総勢47名（うち男性は8名）からなり、ヘルガ・リュープザーメン＝ヴァイクマ

ン（バイエル株式会社副社長・フランクフルト大学教授）とランヒルト・ゾルベルク（ノルス

クハイドロASA副社長）の2女性が共同で議長を務め、報告者は『ETANレポート』を取り

纏めたテレサ・リーズ（カーディフ大学教授）が再びその任に就いた。メンバーはほとんどが

有名企業の部長クラスで、中には社長、副社長も存在した。

世界的に見ても初めての試みとなるこのような調査・研究の狙いを当時の研究担当コミッショ

ナー ビュスカンは、競争力のある知識基盤社会（knowledge-basedsociety）の達成のために

ビジネス界における女性の重要な役割を強調し、民間部門の先導によって2010年までに研究・

開発投資をGDPの3％にするという目標（2002年のバルセロナ欧州理事会で掲げられた）を

明らかにした。そうした期待に応えて2003年にWomeninIndustrialResearch:Awakeupcallfor

EuropeanIndustry（ヨーロッパ産業界を活性化する女性研究者）が出版され、ほどなく第2版

の出版となり、さらに2004年には邦訳が出版された12。

我が国における女性研究者の活躍は公共部門7に対し民間部門3くらいの割合で、民間部門

での雇用の開拓はまさにこれからの取り組むべき課題であり、WIRの邦訳は日本化学会の男

女共同参画推進委員会等で大いに歓迎された。また、その頃GDPの3％を研究費につぎ込ん

でいた日本はEUのお手本でもあり、日本語訳の出版はEU側でも歓迎された。

WomeninIndustrialResearch:AwakeupcallforEuropeanIndustryと並んで出版されたWomenin

IndustrialResearch:GoodPracticesinCompaniesacrossEuropeは、20社のグッド・プラクティスを

具体的に紹介し、企業のできることチェックリストを示し、刺激的で創造的、かつジェンダー

に配慮のある会社とはどうあるべきかを示した。そこに紹介された企業には、HQがヨーロッ

パでない会社も（IBM、FordMotorCompany）も含まれている。

WIRに関して2003年はまさに画期的な年であり、WomeninIndustrialResearch:Awakeupcall

forEuropeanIndustryとは別にさらに産業界をターゲットにして調査研究が積み上げられ、

WomeninIndustrialResearch:AnalysisofStatisticalDataandGoodPracticesofCompaniesが出版され

た。これは2部からなり、第1部が量的分析であり、第2部を質的分析として具体的な企業の

グッド・プラクティスを取り上げている。

Part1 量的分析

（1）産業界の女性研究者に焦点を定めて：方法と限界
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（2）産業部門の女性研究者：分析結果

（3）統計値供給源の改善と産業界での研究のジェンダー指数

Part2 質的分析

個別企業のケース・スタディ

そして巻末は、WIRに特化した「ヘルシンキ・レポート」的趣向で、EU15か国のページ

ごとのデータ表になっている。

量的分析の導入では、日本の研究開発費がGDPの3％に近いことが高く評価され目指すべ

き目標とされているのが興味深いが、とは言えその研究開発費が女性研究者によく配分されて

いるというわけでもないので、ジェンダーの観点からはさらに立ち入ったデータが日本側に求

められることになろう。産業界で活躍する女性の給与格差について各国のデータが示されてい

るので一部取り出したが、とくに研究者に特化したものではない。報告書は2003年のもので

あるが、興味深いのは高学歴になるほど男女の給与差が広がっていることである。男性を100

としたときの正規雇用女性の平均月収の数値を、女性被雇用者の学歴別に示したものである

（公的部門を除く）13。

SheFigures2009にもgenderpaygapの統計はあるが、このような学歴別のものはなく、ギャッ

プが30％を超えるのはキプロス、エストニア、続いてオランダ、イギリスが28％で、ギャッ

プが小さいのはスウェーデン（14％）やベルギー（13％）である14。

同じく2003年10月にはベルリンで40カ国350名の参加をえて2日間のワークショップが

開催された。テーマは「産業界における女性研究者：ヨーロッパにおける変化の加速」で、次

の5つのワークショップが組織された。

・WS1：いかにしてもっと多くの若手女性研究者を産業界へ参入させるか

・WS2：産業界の女性研究者と企業のグッド・プラクティス

・WS3：技術革新や起業家への道に女性を後押しする

・WS4：産業界の女性研究者に関する知識基盤の改善

・WS5：産業界での研究でトップを占める女性：ロールモデルとネットワークと助言者の

関連性

以上限られた紙幅の中ではわずかしか紹介できなかったが、2003年におけるEUのWIR

（産業界における女性研究者）への取り組みは、規模といい創出された成果といい、前例のな

い斬新なものであった。
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国 名 中学校卒業 高等学校卒業 大学・短大卒業

ド イ ツ 79.14 78.72 74.55

イ タ リ ア 78.08 73.63 60.35

オ ラ ン ダ 73.42 68.70 60.85

フ ィ ン ラ ン ド 80.85 81.59 82.72

ス ウ ェ ー デ ン 84.93 84.22 77.90

EU 15か国平均 77.31 75.80 68.00



４．ENWISEの結成

研究担当コミッショナーとして第6次フレームワーク・プログラム（2002－2006）を先導す

るビュスカンの目覚ましい政策は前節のWIRに加え、あらたな領域拡大へと発展した。彼は

FP6を始めるにあたってActionPlanonScienceandSocietyを公にした。これはわずか27ページ

の小冊子ながら、簡潔にまとめられた38のアクション・プランからなり、FP6全体の指針を

示すものである。この中のアクション27は、「専門家グループは、中欧・東欧およびバルト海

諸国の女性研究者の直面する状況をよく吟味し、とくに女性と科学に関するヘルシンキ・グルー

プや他の適切な政策と連動して、さらなる研究を推進していく」として、ジェンダー平等をさ

らに広くヨーロッパで拡大していくべきことを、明確に打ち出している。

そうして名乗りを上げたのが EnlargeWomeninSciencetoEast（ENWISE）で、エストニ

ア、ラトビア、リトアニア、ポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガリー、スロベニア、ルー

マニア、ブルガリアの10か国であった。そしてこれらENWISEの代表10名にドイツ、イタ

リア、イギリスの代表それにバルカン諸国を代表する1名が加わって、総勢14名のENWISE

専門家グループが結成されたのである。EUの女性研究者支援に関して起こった大きな変化は、

旧共産圏の国々の参加によって科学分野への女性参画の問題も拡大させたことである。これに

入る前に、EU圏の形成について簡単に歴史をたどっておく。

今日のEUの基礎は1952年5月の欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）に始まり、1958年にオラ

ンダ、ベルギー、ルクセンブルグ、西ドイツ、フランス、イタリアの6か国で欧州経済共同体

が形成され、1973年にイギリス、アイルランド、デンマークが、1981年に今日の経済危機の

元凶ギリシアが加盟、1986年ポルトガル、スペインが加盟している。1990年に東西ドイツの

統一がなり、1995年にスウェーデン、フィンランド、オーストリアが加わってEU-15の完成

となり、1999年に単一通貨ユーロの導入となった。2004年5月にEU15から一挙にEU-25

となり、このとき加盟した新しい10か国は、ルーマニアとブルガリアを除くENWISEの8

か国に加えてマルタ、キプロスであった15。

EU15の女性研究者の新たな時代を切り開くことになった『ETANレポート』にならって、

ENWISE諸国でもENWISEレポートの作成に着手し、2004年に次のタイトルで出版された。

『才能の浪費：個人的な闘いをみんなの問題としよう』は5つの問題を取り上げ、EU-15との

格差を確認しながら着実な1歩を踏み出したのであった16。

レポートは5章からなり、1．国家のイコンからスーパーウーマンへ、2．自由のない資金と

資金のない自由、3．ミツバチと蜂蜜、4．目標はどれほど遠いか、5．ENWISE諸国の女性科

学者の才能と知識を育てる

第1章では共産主義以前、共産主義時代、それ以後の時代にわたって、女性たちの活躍を歴

史的に描き出している。ハンガリーの最初の女性大学教授とか、女性の参政権とか知られざる

旧共産圏の女性像が明らかにされている。第2章では頭脳流出の問題も扱われ、才能豊かな若

い学生をいかにして研究者となるよう惹きつけられるかが問題である。第3章は女性研究者の

実態解明である。EU各国でヘルシンキ・グループがデータを集め始めると、ENWISE諸国

における女性研究者の高い比率が注目された。ラトビア、リトアニア、ブルガリア、エストニ

アといった国々ではほぼ半数が女性研究者であるからだ。ところが女性研究者の実数を調べる

と、エストニアやスロベニアでは2,000人前後で、同時期のポルトガルで1万人を超え、フラ
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ンスでは5万6千人の女性研究者数に比較すると、旧共産圏のそれらの国々の女性研究者の母

集団がいかに小さいかがわかる。これも比率だけの比較がいかに誤った印象をもたらすもので

あるかの好例である。

先行するEU-15とEnwise-10の間にはさまざまな格差が存在するが、かなり顕著なのは一

人当たりの研究開発費で、平均 9倍の格差がある。その一方で、女性研究者の比率は

Enwise-10が10％ほど上回る。

５．FP7（2007～2013）

フィッリプ・ビュスカンによるFP6（2002～2006）は、前述してきたようにEUの女性研究

者に関する矢継ぎ早の政策で、ジェンダー・メインストリーミングの達成に邁進し、EUの21

世紀の始まりに輝かしい歴史を刻んだと評価できる。続くFP7は問題を絞り込み、意思決定

機関に女性がかかわることを重視している。ハサミの図でみたように、トップ手前まではかな

り女性の比率も上がってきているが、最後のところに届かないのが現状だからである。そして

研究助成金の平等な獲得についてもかなり意識したものとなっているようだ。現在のところま

だプログラムは進行中であり、FP期間の半分が終了したところで研究担当コミッショナーは、

ヤネッツ・ポトチェニックJanezPoto
・

cnikからモイラ・ゲーガン-クインM・ireGeoghegan-

Quinnに交代し、まさに女性がトップに立つことになった。

FP7の前半の重要な成果物は次の3冊である。

（1）Mappingthemaze:gettingmorewomentothetopinresearch,2008.

『迷路を切り抜ける：研究のトップにもっと多くの女性を』WIRDEMグループ

（2）Benchmarkingpolicymeasuresforgenderequalityinscience,2008.

『ジェンダー平等のための科学政策を基準化する』ヘルシンキ・グループ報告

（3）Thegenderchallengeinresearchfunding,2009

『研究助成金をジェンダーから問い直す』ジェンダーと卓越グループ

最初に挙げた（1）のWIRDEM（WomeninResearchDecisionMaking）グループ報告につ

いて紹介しよう。研究のトップに女性を押し上げる施策を探るために2008年に結成された専

門家集団expertgroupWIRDEMは、17名からなり委員長はスイスのウィドマーで、報告者

はエストニアのロードマである17。報告書の出版をもって解散する期限付きの委員会であるが、

EUの懸案事項であり女性研究者支援に関する問題の核心ともいえる課題に取り組んだ。

EUにおける女性とジェンダー施策が10年を超えるようになっても、未だ正教授の比率が

15％に留まっていることに女性たちの苛立ちはあり、これをもっと一般化して言えば、意思決

定機関に関わる女性数が圧倒的に少数にとどまっているということである。そして導出された

結論は、「必要なのは変化」である。求められる具体的な変化は：惰性から、気づきそして関

与へ；不均衡から、均衡へ；不透明から、透明へ；不平等から、平等へ；無知から、データを

通して知ることへ；自己満足から、すぐさま実践へ、と示された。

それでは「なぜ変化が必要なのか」という現状分析が第2章で行われ、数値的裏付けをもっ

て、①女性はトップに昇進しにくい、②研究意思決定の場における女性の低比率、③同職階の

男性に比べ女性研究者の低給与、④研究開発費が多いほど女性少数、⑤「問題なし症候群」

（気づきと関与の欠如）を挙げている18。たとえば②について日本で言えば、総合科学技術会
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議などの女性委員の少なさである。③の賃金格差については先にも少し述べたが、SheFigures

2009によれば、55歳以下の研究者では2002年と2006年の比較で若干の改善が見られる。そ

れでも35歳以上で28％以上から10ポイント増までくらいの格差があり、55歳以上になると

格差は37％位で固定してしまっている19。④の研究開発費については、（2）Benchmarkingpolicy

measuresに非常に興味深いグラフが示されているので、後で述べる。

（1）についてもっとも明確化しにくい問題は、気づきと関与の欠如であろう。これを視覚化

するにはさらに多くのデータの蓄積が必要ではあろうが、現状においても女性が研究の意志決

定に関わる地位に予想を下回る数しか就いていないことは明らかだとしている20。

（2）Benchmarkingpolicymeasuresは科学におけるジェンダー平等施策を数値比較しようとする

もので、いわば最新版の『ヘルシンキ・レポート』である。最初の30頁ほどが総説で、後半

100頁ほどはEU加盟国、関係国、西バルカン諸国 など37カ国のデータブックになっていて、

次の8項目について国ごとに3頁（一部2頁の国もある）を費やして比較可能にしている。

①法的枠組み、②ジェンダー・メインストリーミング、③科学分野での女性、④目標とクォー

タ制、⑤ネットワークなど特色ある活動、⑥大学と研究、⑦ワークライフ・バランス、⑧統計。

⑦のワークライフ・バランスについては、基本的に産休や育休さらに職場復帰のことを述べて

おり、遅れてEUに加盟した国々は、産休をEUの最小期間（14週）に引き上げている。こ

れに関連して興味深いのは、総説で示された「産休の週数と女性教授の比率」である（図5）。

産休が長ければ長いほど女性教授の比率が上がるわけではないのである。また（1）で先送り

にした研究開発費と女性研究者の比率についても見ておこう（図6）。そこに示された女性研

究者は研究開発部門の女性であり、教育分野などは除いているため、一般的な女性研究者比率

とは食い違いが生じているが、概ね言えることは1人当たりの研究開発費が大きくイノヴェー

ション志向の強い国では女性研究者の比率は低いということである。

小川眞里子 EUにおける女性研究者政策の10年

―157―

図5 産休週数と女性教授の比率の相関

（Benchmarkingpolicymeasuresより）



（3）の研究助成金に関する報告書は、研究担当コミッショナーからの要請で16名の専門家

グループ（GenderandExcellence）が招集され（数名は短期のみ）、ジェンダーの観点からプ

ロセスの透明性を意識してまとめられたもので、副題に「ヨーロッパの国々の現状評価」とあ

るように、後半は加盟国（27）、関係国（6）の合計33か国の個別の報告であるが、比較の指

標がまだ統一されるところまで至っておらず、国によってデータはさまざまである。助成金獲

得の男女の応募率であったり、成功率、さらに分け入ってそれらが分野ごとに示されたり、助

成金の種類ごとであったり、示される内容は今後の検討課題でもある。しかし、研究担当コミッ

ショナーが序文で述べているのは、助成金応募の段階で男女に明らかな差がみられるとのこと

である。研究助成金のジェンダー・バランスをより良いものとしていくために必要なこととし

て、以下のことが示された。

・女性研究者に助成金応募を促す。

・助成金授与にかかわる委員会や査読者のジェンダー・バランスの是正。

・定期的に助成金の獲得状況について監視し公表。

・研究助成金の説明責任と透明性の改善、および手続きと基準の公表、国際的な評価者の起

用、結果のフィードバック、不服申し立ての制定。

以上FP7前半期の重要な活動を示したが、2010年に研究担当コミッショナーがゲーガン-

クインに交代し、しばらく続いた男性のトップから女性になった。彼女はこれまでの路線の継

承として「数値に語らせよ」「トップに女性を」「助成金の獲得を」の3つを柱に活動を開始し

ている。FP7の後半についてのレビューは、2013年の終了を待ってということになろう。
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図6 研究者１人当たりの研究費と女性研究者の比率の相関

（Benchmarkingpolicymeasuresより）



６．10年を総括して

EUの行政組織である研究総局でFP7の女性研究者政策に取り組んできたのは、Science,

CultureandGenderIssuesユニットであり、ユニット長はルイザ・プリスタであった。そして

彼女の指揮の下EUの女性研究者政策のこの10年を総括するStocktaking10yearsof・Womenin

Science・policybytheEC1999-2009が出版された。始まりを2009年としているのはETANグルー

プならびにHelsinkiグループの結成時期と関係している。

2011年に研究総局は大きな組織替えが行われ、コミッショナーが研究・イノヴェーション

担当委員となったことに呼応し、研究・イノヴェーション総局となり、女性研究者政策は、イ

ノヴェーション・欧州研究領域副局長のもと欧州研究領域局の「倫理・ジェンダー」ユニット

が行うことになった。研究領域の健全度は、倫理とジェンダーの両面からチェックされるべき

だということなのであろう。

ECはさまざまな政策を打ち出し多くの公募プログラムに資金をつぎ込んできたが、ジェン

ダー・メインストリーミングの観点から現在もっとも重要とされているのが構造的変化である。

日本の「女性研究者支援モデル育成」プログラムの開始はアメリカのADVANCEプログラム

から学ぶとことが大きかったと思われるが、EUの女性研究者支援も同様にADVANCEプロ

グラムをモデルとして、重要かつ強固な基盤形成には構造変革が達成される必要があるとの結

論に達したのである21。

そしてもう一つのアメリカとの結びつきは、スタンフォード大学のロンダ・シービンガーが

中心になって開発した「GenderedInnovations」を全面的に推進しようとしていることである。

イノヴェーションもジェンダーの観点からチェックがなさなければならない。とくに工学分野

でのプログラム推進に期待がかかる。妊婦をシートベルトからいかに保護するか、介護ロボッ

トの問題、機械に発語させる仕組みなど、技術開発にもようやくジェンダー分析が及び始めた

との観がある。

EUとアメリカによるジェンダープログラム推進の動きの中に、日本もアジアの国々と連携

協力して十分な役割を果たしていくことが求められている。その意味で、2006年から始まっ

た「女性研究者支援モデル育成」事業の成果が、そろそろ見えてこなくてはならない時期であ

ろう。

おわりに

21世紀になるあたりからほぼ10年のEUにおける「女性と科学」に関する政策を概観して

みたのであるが、一番の特色は徹底した性別統計による数値化であろう。論文の被引用度といっ

たインデックスがあまり一般的ではない人文系の研究者からすると、なんでも数値化といった

傾向に抵抗を感じる面が無きにしもあらずだが、研究開発を主眼とする理系分野にはあまり抵

抗がないものかもしれない。本稿で紹介したのはほんの一部であるが、統計の見事な視覚化は

学ぶべき点が多い。

日本も欧米に倣って2006年から文科省の科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」

事業が開始され、33機関で実施終了し22機関で実施中であるが、まずは女性研究者を増やす

ことが目的であり、そのための保育施設の整備、メンター制度などを問題にしなければならな

小川眞里子 EUにおける女性研究者政策の10年

―159―



い。しかしEUでは、一定数の女性研究者を確保したうえで、彼女たちをトップにまで押し上

げるための施策を模索し、研究者として一流をめざすために助成金をしっかり獲得すること、

業績の基礎となる論文の査読過程の透明性確保など、我が国に比べ1歩も2歩も進んだ目標が

掲げられている。

現在筆者がかかわっている全米科学財団のNSFのプログラムについても少し述べるなら、

一般的な理系女性の増加をめざす段階はすでに過ぎ、「化学、数学、コンピュータ科学」に特

化していかに女性研究者を増やすかを模索している22。また科研費で招聘したNSFの研究者

リサ・フレヒルLisaFrehillの講演は、女性研究者の国際協力事業への参加の程度や、外国出

張に対する機動力といった立ち入った調査に踏み込んだものであった。そうした欧米での状況

からすると、我が国の女性研究者支援政策は未だ道遠き状況なのである。加えて日本の将来の

研究開発を担うよう期待される博士課程修了女性の少ない比率は、重大な問題である（図7）。

これに見るように日本より女性博士修了者の比率が低いのはEUでマルタだけ、日本のすぐ上

にランクされるギリシアからでさえ、かなりの水を開けられている現状をしっかり見据えなけ

ればならない23。

アメリカ合衆国、EUに並ぶ第3の基軸としてアジアの中の日本を前面に押し出そうとして

も、女性研究者比率は2010年にはほぼ韓国と並んでいたが2011年の統計では差が広がってい

る。政府レベルでEUの女性研究者支援政策に学んでいく韓国の姿勢に、我が国も危機感をもっ

てEUの政策を検討していかなければならないだろう24。
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図7 S&T分野博士課程修了者の女性比率（SheFigures2009より作成）
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